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質問書回答

平成 27年 6月 1日
案件名：「 未来型都市持続性推進プロジェクト」

（公示日：2015年 5月 20日 ）／番号：150336 ）について、質問の回答は以下のとおりです。

通

番

当該頁項目 質問 回答

1 p.14
第 2 5. 実施方針及び留意
事項

(3) 実施体制

図 1 実施体制図において 、 Stage2 の
Technical Working Groupに、Municipalityが
主要なアクターとして下線が引かれ、Governor
が外に記載されていますが、これは、モデル都

市の計画策定やパイロットプロジェクト実施の

体制として、現地側で整理がされたのでしょう

か？

ステージ２の実施体制については、R/D においては図１実

施体制図のとおり、ステージ２のモデル都市での計画策定

に関わる関係機関により Technical Working Group を組織

することで合意しています。一方で、p.13（イ）に記載の

とおり、ステージ１において地方都市の開発計画の在り

方、関係機関の役割分担について議論を行うことになって

おり、その結果を踏まえてステージ２の実施体制が最終決

定することとなります。

2 p.15
第 2 5. 実施方針及び留意
事項

(7) CASBEE都市の試行

CASBEE は、都市の質と負荷を数値化して評
価をするため、タイの地方都市を、日本の評価

基準で評価する意味は限定的であると考えま

す。本プロジェクトの 4 つのモデル都市の指標
を収集することは、プロジェクトにどのように位

置づけられるのでしょうか？

ご指摘のとおり、CASBEE 都市は日本の都市を対象として開

発されたものです。本案件では、世界（開発途上国）の都市で

活用できる CASBEE 都市の形を検討するため、モデル都市を

対象に新しい指標も含めてデータ収集を試み、CASBEE 都市

の開発機関の協力を得て、分析を行う予定です。その分析結

果が、本案件のモデル都市における開発計画策定のプロセス

で活用できるようであれば活用することを想定しています。

3 p.16
第 2 6. 業務の内容
(5) 未来型都市開発コンセプ
トペーパー(案)にかかる検討

検討会を全 5 回程度開催するとありますが、こ
の検討会には、日本側のアドバイザーがすべ

て参加する、という理解でよろしいでしょうか？

日本側有識者のご都合によりますので、全ての検討会への参

加は困難かもしれませんが、その場合は、事前に検討会の方

針・内容等を共有した上で、必要なインプットをいただき、結果

について報告することとしたいと思います。なお、アドバイザー
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通

番

当該頁項目 質問 回答

会の準備及び開催 派遣に係る経費に関しては質問 17 の回答を参考にしてくださ

い。

4 p.19
第 2 6. 業務の内容
(17) パイロットプロジェクトの
実施支援

パイロットプロジェクトを実施するための予算

は、基本的にタイ側で支出することを想定して

いる、とありますが、R/Dではそのような記載は
なく、facilitation という記述にとどまっていま
す。現地カウンターパートとは、どのように合意

されているのでしょうか？

本案件の実施機関である NESDB は地方都市の開発予算の権限を

持っておりませんので、R/D 締結時点で予算の確約を行うことは

困難でしたが、NESDB が国の開発課題に対して省庁横断的に調整

を行い、必要な取り組みに予算が付くよう政府内での調整・働

きかけを行うことで R/D 上合意しています。タイ政府側の予算

がつかなかった場合には、第二期の継続契約において工程の修

正が必要になる可能性があります。

5 p.19 
第 2 6. 業務の内容
(21) 最終セミナーの開催

最終セミナーの開催については、規模はどれく

らいを想定されていますか？

最終セミナーの想定は以下の通りです。

会場：バンコクのホテル等

参加者：政府関係者、地方都市の関係者、有識者、他ドナー等、

300 名程度を想定

6 p.21
第 2 7. 成果品等
(1) 提出期限

成果品として、すべての報告書が和文・英文と

なっていますが、全文を和文で作成する、とい

うことでしょうか？特に、インテリムレポート 2や
プログレスレポートは、現地再委託の成果が大

半になるため、全文を和文で作成するのは効

率的ではないと考えます。

和文報告書については、指示内容を以下の通り修正させていた

だきます。

① インセプション・レポート 和文 20部

② インテリム・レポート１ 和文要約 20 部

③ インテリム・レポート２ 和文無し

④ プログレス・レポート 和文無し

⑤ ドラフト・ファイナル・レポート 和文要約 20 部

⑥ ファイナル・レポート 和文要約 20部

7 別添 1 備考欄に“同ローカルコンサルタントには、ステ

ージ 1 における情報収集、検討会の開催支援
などの業務を合わせて委託することが想定され

ている”とありますが、ステージ 2 のコンサルタ

ステージ２のモデル都市における開発計画策定を担当するロー

カルコンサルタントには、ステージ１での議論・思想を理解し

た上でステージ２の活動にあたっていただく必要があると考え

ています。ついては、ローカルコンサルタントの選定にあたっ
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通

番

当該頁項目 質問 回答

ント選定に当たっては、ステージ 1のコンサルタ
ントと随意契約を締結する、という理解でよいで

しょうか？

ては、現在の業務想定内容に基づき、ステージ１及びステージ

２をまとめて公示・選定し、第一期の契約はステージ１のみ、

ステージ２の対象都市や業務内容が確定した段階で契約内容に

ついて必要な見直しを行い第二期の契約を行うことが想定され

ます。そのプロセスは、当初の公示・契約条件に記載する必要

があります。

8 p.21
第 2 7. 成果品等
(1) 提出期限

ステージ 1の区切りが 2016年 3月までとなっ
ていますが、12 月にコンセプトペーパーを作成
したのち、実施メカニズムの検討、ガイドライン

案の作成、モデル都市の特定を検討会の議論

を通じてやること、さらに、1 月に実施される本
邦研修の成果を、検討会の議論に反映させる

ことを考えると、かなりスケジュールがタイトに

なると考えます。3 月という区切りの設定は、タ
イ側政府の要請、あるいは制約となるイベント

を想定しているのでしょうか？

ステージ 1の区切りを 2016 年 3 月としていることについては、

特に制約はありませんので、必要に応じて、業務工程を提案い

ただいて構いません。また、2016 年 1 月想定として記載してい

る本邦研修についても、適した時期をご提案ください。

9 p.21
第 2 7. 成果品等
(1) 提出期限

ファイナルレポートの提出期限が 2018年 6月
上旬とされていますが、プロジェクト期間は、

2018 年 7 月下旬となっています。最終成果品
提出後、何か意図があるのでしょうか？

ファイナル・レポートの提出時期を 2018 年 7 月上旬に修正させ

ていただきます。

10 業務指示書本紙 P3および別
紙 P23～24

P3 において本プロジェクトは業務管理グルー
プを認める案件となっていますが、P23~24 の
（2）業務従事者の構成（案）において、「ア総括/
都市開発戦略/都市環境戦略（1 号）」と総括が
1号指定となっています。

本案件は業務の難易度から総括 1 号を想定していますが、業務

管理グループの提案は可能です。ただし、若手（35 歳から 45 歳）

の副総括の配置による業務管理グループをご提案いただいた場

合でも、3点の加点の対象とはなりません。
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通

番

当該頁項目 質問 回答

貴機構の「コンサルタント等契約におけるプロ

ポーザル作成のガイドライン」においては、業

務管理グループの提案は、総括1号案件を除く
案件となっていますが、本プロジェクトにおいて

は総括 1 号でも業務管理グループの提案が可
能だという理解でよろしいでしょうか。

11 P14図 1実施体制図 図ではステージ 2&3 でも Policy Working 
GroupとTechnical Working Groupを実施する
ことになっていますが、業務内容ではその項目

はありません。実施に際し見積に反映する必要

がある場合は、規模及び想定回数の目安をお

願いします。

図１に記載の Policy Working Group と Technical Working 
Group の概念は、タイ側の関係機関・関係者のまとまりとして
名称を付しているものです。よって、業務内容に記載のステー

ジ１の検討会のタイ側のメンバーが Policy Working Groupに
対応しています。Policy Working Group 及び Technical
Working Group の打合せや会議は、プロジェクト目標を達成
するために必要な活動であれば、適宜開催いただくことになり

ます。なお、これらの会議の開催に際し、経費が発生すること

は想定しておりません。

12 P21成果品等 インテリムレポート２、プログレスレポートはロ

ーカルコンサルタント作成部分が大半のため、

和文については和文要約に変更は可能でしょ

うか。

通番 3の質問回答に記載の通りです。

13 P21成果品等 インセプションレポート、インテリムレポート 1、
インテリムレポート 2、プログレスレポート、ドラ
フトファイナルレポートは簡易製本となります

が、本プロジェクトは多岐に亘る検討項目が含

まれたプロジェクトであり、1 部あたりの頁数及
び今回の指示書の指定部数が通常案件よりも

「コンサルタント等契約における見積書作成ガイドライン」に

記載の通り、量が多く、外部に印刷を発注するような簡易製本

の成果品については、「成果品作成費」からの支出が認められ

ています。本案件のファイナル・レポート以外は簡易製本が想

定されていますが、それぞれ部数が多いため、「成果品作成費」

での計上を認めます。
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通

番

当該頁項目 質問 回答

多いと想定されます。

そのため、印刷に係る費用はその他原価に含

まれるのではなく、（３）一般業務費もしくは（4）
成果品作成費への見積計上をしてもよろしいで

しょうか。

14 P12 (3)(ア)合同調整委員会
（JCC）

プロジェクト節目で JCC を実施するとあります
が、想定している時期、回数を教えて頂けない

でしょうか。

他の案件と同様に JCC はプロジェクトの節目で必要に応じて実

施します。現時点で想定されるのは、各レポート（案）の説明

のタイミングに加えて、案件として重要な意思決定・方向性の

確認が必要なタイミングとなります。

15 14ページ、(4)モデル都市 4つのカテゴリーで1都市ずづの候補都市が挙
げられているが、場合によっては他の都市に変

更できる余地があるのか。

p.4（４）に記載の通り、現時点でタイ側から提示されているモ

デル都市候補は最終決定ではなく、ステージ１の終わりの時点

までに案件の目的に適した都市を選定することで合意していま

すので、変更の可能性はあります。具体的には、タイの地方都

市における未来型都市開発という新しいコンセプトを共に推進

することが可能な、リーダーシップのある都市、既に取り組み

を開始している都市など、成功の芽のある都市を選定すること

が重要と考えています。

16 15 ページ、(6)我が国の地方
都市の経験共有

我が国の地方都市の関係者をタイに派遣する

とあるが、関係者の人選はだれが行うのか。ま

た、派遣に関わる諸費用を見積もりに計上する

べきか。

本案件で参考にある我が国の地方都市の選定については、JICA

側で検討を進めていますが、具体的には受注者が決まった段階

で、相談の上決定することを想定しています。また、地方都市

の関係者がタイに出張する際には、JICA の運営指導調査の団員

としての派遣を想定しておりますので、JICA にて出張手配を行

います（派遣にかかる旅費・諸経費を見積もりに計上する必要

はありません）。

17 16ページ、(5) 未来型都市開 検討会に関わるタイ側の省庁関係者や有識 日本側有識者の謝金・出張に係る旅費等の計上は不要です。
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通

番

当該頁項目 質問 回答

発コンセプトペーパー（案）に

かかる検討会の準備及び開

催

者、日本側のアドバイザーの謝礼金などの諸

費用の見積もりを計上するべきか。また、どの

費目に関して計上したらよいのか。

しかしながら、タイ側の有識者への謝金は以下の想定で計上し

てください。

【費目】一般業務費/特殊傭人費に謝金として計上

【人数・回数】4名×3時間×（検討会回数＋ステージ２及びス

テージ３での進捗報告 4回）

【単価】8,800 円/時間

※見積もり作成時は、JICA の通知「謝金の支払基準について」

に準じる。実際の支払の際には、タイ事務所にも確認の上、本

案件における謝金の支払い基準を定め、打合簿にて合意するこ

ととします。

18 P.５の「各契約期間分及び全
体分の見積をそれぞれに作

成する」

全体の見積を第一期、第二期に分割して提出

するという理解でよろしいでしょうか。第二期分

については、第二期の契約に伴い、細部の変

更が可能との理解で積算させていただく形でよ

ろしいでしょうか。

本案件では、以下の 3つの見積もりを提出してください。

① 全体見積もり（全期間）

② 第一期分見積もり（ステージ１からステージ２の計画策定ま

で）

③ 第二期分見積もり（ステージ２のパイロットプロジェクトの

実施支援からステージ３まで）

原則としては、第二期の契約は今回ご提出いただく見積もりに

沿って継続契約を行いますが、第一期の結果を受けて、第二期

の業務に大幅な変更が生じた場合には、第二期の見積もり内容

の変更提案を受け、契約交渉を踏まえて、最終的な契約内容を

確定します。

19 P２１の成果品について 「本契約における成果品はファイナルレポートと

する」の記載で、製本はファイナルのみとありま

すが、それ以外のレポートについても、各回、

必要部数が多いため、印刷経費として、計上す

通番 13 の質問回答のとおり。
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通

番

当該頁項目 質問 回答

ることは可能でしょうか。

20 業務指示書 P17
（6）「未来型都市開発のビジョ
ン及びコンセプトペーパーの

作成・検討」について

今回提案がもとめられている未来型都市開発

コンセプトペーパーが反映される予定の第 12
次国家社会開発計画についての下を含む関連

情報はありませんでしょうか；

１． 策定スケジュール

２． 現在までの検討状況

３． 主要項目についての検討概要や討議資料

第 12 次国家経済社会開発計画は 2017-2021 が対象となります

が、タイ国の年度は10月～翌9月となっており、上記計画は2016

年 10 月～が計画の対象期間となっています。1 年前から計画策

定のプロセスは開始されており、そのため本案件で検討する「未

来型都市開発コンセプト」は 2016 年 12 月には案を提示する
ことを求められています。そのほかの情報は当方では持ち合

わせておりません。

以上


